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本市の土地利用としては、市全域の
３，２１９ｈａが豊田都市計画区域として定め
られ、市街化区域１，０５７ｈａと市街化調整
区域２，１６２ｈａに区分されています。
市街化区域では、住居系６２０ｈａ、商業
系３４ｈａ、工業系４０３ｈａの用途地域が
指定され、市街化調整区域においては、農業
振興地域の整備に関する法律に基づく農用地
区域７２６ｈａが指定され優良農地として保
全されています。
現在、三好中部特定土地区画整理事業が施行中であり、新市街地整備は進んでいるものの、
既成市街地内において低未利用地が解消されていません。また、市街化調整区域においては、
地区計画制度を活用した民間による住居系開発などが計画されています。

きたよし地区は、土地区画整理事業により良好な居住環境の住宅地が整備され、教育環境
基盤として三好丘中学校、黒笹小学校が開校されました。また、黒笹工業団地の研究開発機
能の充実やインターチェンジ周辺での産業立地や住宅開発、莇生辰己山地区では、工業用地、
住宅用地の多機能開発事業が行われてきました。
なかよし地区は、土地区画整理事業などによる住宅地の整備や商業施設の集積が図られる
とともに、市役所や文化センターサンアート、市民病院などが立地し、さらには（仮称）図
書館学習交流プラザが建設されるなど行政・文化・福祉の拠点地区として整備が進められて
います。
みなよし地区は、土地利用の大半は農地として利用されていますが、農業地帯にいくつか
の大規模工場が立地されてきました。また、みなよし台や南台などの住宅地開発により、新
たなコミュニティが形成されています。
このように、まちが大きく成長し発展する一方で、南北間における人口や人口構成比率の
格差があります。また、今後も増加が見込まれる人口に対し、市街化調整区域内に介在する
農地や、市街化区域内の低未利用地の利用促進も重要な課題であり、地域の特性を生かした
バランスのとれた土地利用を図る必要があります。
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1 土地利用

Ⅰ　人と自然が共生する心地よい環境

現 状 と 課 題

①　用途別土地利用

②　地区別土地利用

用途地域の割合
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１　地域特性を活かした計画的な土地利用の推進

地域の特性を生かし、バランスのとれた計画的な土地利用を推進
します。

＜主な事業＞
・都市計画決定事務
・都市計画基本図作成事業
・都市計画基礎調査事業
・まちづくり基本計画の更新事務
・まちづくり土地利用条例手続き
事務

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

住居系用途地域の面
積割合 市域に占める住居系用途地域面積の割合 19.3% 19.3% 19.3%

工業系用途地域の面
積割合 市域に占める工業系用途地域面積の割合 12.5% 12.5% 12.5%

地域活性化ゾーンの
面積割合

市街化調整区域で住居系を中心とする地
区計画を策定した地区面積の割合 0% 0% 1.8%
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１　地域の特性を活かし、調和のとれたまち
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貴重な自然が残る水辺や樹林地を保全するとともに、緑地や保水機能としての役割を有
する農用地を保全し、人と自然が共生できる土地利用を推進します。

水害、がけ崩れ、液状化などの災害が発生しやすい区域での開発を抑制するとともに、
既成市街地や集落地における地震・浸水対策など、安全に暮らせる土地利用を推進します。

産業用地や交流施設用地を確保し、産業が継続的に発展し、市内外の交流が促進される
ような土地利用を推進します。

新たな住宅地の形成に際しては、職住が近接した立地条件のもと、多様な世代が居住し、
バランスの取れた良好なコミュニティが形成されるような土地利用を推進します。

今後予想される少子高齢化社会に対応した土地利用、都市機能の更新を図り、永続的な
発展を続ける土地利用を推進します。

地域の資源を生かし、地域の特性に対応した計画的な土地利用を推進します。

①人と自然が共生できる土地利用の推進

②安全・安心に暮らせる土地利用の推進

③産業の発展と交流が促進される土地利用の推進

④職住が近接し、良好なコミュニティが形成される土地利用の推進

⑥持続的発展性のあるまちを育む土地利用の促進

⑤地域の特性に対応した計画的な土地利用の推進
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低層住宅を中心とした土地利用を図り、良好な居住環境の形成・保全を図ります。
鉄道駅周辺や幹線道路沿道では、中高層住宅や店舗併用住宅など、利便性を生かした住
宅地の形成を図ります。
新たな住宅地ゾーンとして、東名高速道路以北の三好ヶ丘駒場線沿道において、新市街
地の拡大・形成を図り、良好な居住環境の整備を進めます。

買い物などのサービス利便性向上のため、市中心部や主要幹線道路沿道、駅周辺を中心
に、商業施設をはじめとする各種サービス施設の立地誘導に努めます。

地域の持続的な発展のために、既存工業地の維持・保全を図るとともに、周辺の居住環
境や営農環境の保全に配慮しつつ、新たな産業用地を確保し、企業の立地誘導を図ります。
幹線道路（国・県道）沿道や大規模な既存工業地隣接地においては、新たな産業立地を
促進し、地域の活性化と産業の育成に努めます。

豊田知立線沿線や岡崎三好線沿線の既存集落内と隣接地において、周辺の営農環境や集
落地に配慮した定住の促進と既存集落地域との交流の活性化によりコミュニティの維持に
努めます。地域の振興を図るため優良田園型住宅などの形成を促進し、既存の集落地と一
体性を持った居住環境の形成を図ります。

貴重な緑であるとの観点から、営農環境の形成・保全を図りながら、田園景観の保全を
図ります。

良好な樹林地や水辺環境を保全・活用し、小動物などの生態系の保全とともに、景観や
レクリエーション機能の向上を図ります。
大規模な降雨時に一定以上の浸水被害が予想される大規模な区域においては、降雨の調
整機能となる遊水池の整備に努めます。この遊水池は、景観づくりの一環として多様な動
植物の生息地確保、市民の憩いの空間を創出し、総合治水の観点からの治水対策を図りま
す。

①住宅地ゾーン

②商業地ゾーン

③工業地ゾーン

④地域活性化ゾーン

⑤田園環境ゾーン

⑥自然保全・レクリエーションゾーン
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１　地域の特性を活かし、調和のとれたまち
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きたよし地区は、本市の中で最も自然が残されている一方、三好ヶ丘の住宅地開発や大
学の立地、インターチェンジの設置など、従来本市にはなかったさまざまな機能が新たに
導入されてきました。地区には、学術研究機能の誘致や物流拠点の形成、スポーツ文化施
設の整備、また既存の里山を生かした整備などを行い、より魅力的な「緑と暮らしを大切
にするまち きたよし」として、次に掲げる施策を主に進めます。

なかよし地区は、市役所などの公共施設が集まった本市の行政の中心地として発展して
きた地区ですが、今後も中心地区としての役割を担うためには、主に都市基盤の整備充実
が課題です。
したがって、中心地区にふさわしい本市の顔づくり、すなわち、人々のにぎわいと交流
を創り出す公共公益施設の整備と充実、商業施設の充実など、広域的に魅力ある拠点を形
成し、「未来を築くにぎわいのまち なかよし」として、次に掲げる施策を主に進めます。

三好ヶ丘住宅地は、都市郊外型の素晴らしい居住環境と高い交通利便性により入居者が
年ごとに増加しています。今後も住宅需要を考えながら質の高い居住地の形成に努めると
ともに、少子高齢化社会に対応した持続可能な多世帯交流型コミュニティ注１の形成を図り
ます。

市民の生活・文化・福祉・健康の向上と市民を中心の交流を促進するため、公共公益施
設の集約化と既存施設との連携による利便性を高め、文化交流機能の向上を図ります。

消費生活と文化的な暮らしが楽しくできる良好な環境の住宅地の形成を目指し、中心市
街地の整備を進めるとともに、少子・高齢化社会に対応した環境にやさしく、人にやさし
い持続可能な多世帯交流型コミュニティの形成を図ります。

恵まれた自然環境資源である三好公園を中心核として、市内全域に境川を軸とした水系
やまちのアートを結び、緑のネットワーク化を図るとともに、中心市街地において憩いや
交流の拠点となる空間を創出します。

残された里山を市民と自然とのふれあいの場として確保し、自然を生かした環境教育や
生涯学習の場として活用するとともに、森のアートとして自然素材を生かした環境アート
の創造や芸術活動の拠点づくりを進めます。また、里山を生かした芸術・文化・教育機能
の導入に努めるとともに、市民の交流の場を創出します。

既成集落地は周辺の田園環境と調和しつつ、集落地内の良好な生活環境の整備または保
全を図ります。今後の産業立地とその居住地基盤として周辺の土地利用に配慮し、都市計
画道路の配置や利便性を生かした都市郊外型の居住地の形成に努めます。

東名三好インターチェンジ周辺の幹線道路沿道は、既存産業と調和した新規産業の立地
誘導を図り周辺環境と調和した生産物流機能の導入に努めます。

（１）自然環境と調和した居住機能の充実

（１）「みよしの顔」となる交流・交歓拠点の形成

（２）居住機能の充実

（３）ゆたかな水と緑をいかしたネットワークと核の形成

（３）里山を活かした芸術・文化・教育機能の導入

（２）周辺環境に配慮した居住環境の整備

（４）国土交通軸のエントランスを活かした工業機能の充実
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みなよし地区は、農業地帯にいくつかの大規模な工場が立地している地区ですが、土地
の大半は農地として利用されており、市街化調整区域に指定されているため工場や既存集
落以外の新規機能の立地は少ない状況にあります。
今後見込まれる少子高齢化の進展により、学校や保育園などの施設利用の非効率化やコ
ミュニティそのものが弱体化する恐れがあります。
したがって、新たな住宅開発の促進、誘導が求められ、インパクトある基盤プロジェク
トの展開が期待されるところです。
そこで、新規の田園型住宅地の開発や新たな生産・商業機能の導入や農業系レクリエー
ションの充実などの計画的な開発を推進するとともに、伝統ある農業を生かした「ふるさ
と交流で元気なまち みなよし」として、次に掲げる施策を主に進めます。

本市が長期的に安定した都市経営を展開するため、幹線道路沿道においては、活力ある
企業活動を支援し、周辺環境と調和した生産物流機能の導入に努めます。

みなよし地区での人口減少の歯止めと本市の地域バランスやコミュニティ形成の観点か
らも今後は、重点的に既存の農業を生かした新しい田園型居住地の形成に努めます。

緑と花のセンター「さんさんの郷」は、本市の伝統ある農業と自然空間を生かし、農家
と都市住民の交流の場として親しまれています。このさんさんの郷を中心に「農」を通じ
た交流を促進するレクリエーション・交流機能の充実に努めます。

本市が長期的に安定した都市経営を展開していくため、新たな生産物流機能の導入や基
幹産業である自動車関連産業を中心に、地場産業の一層の高度化・高付加価値化を支援し、
地場産業機能の充実に努めます。

優良農地の集約化を図り、地域の特色を生かした柿・ナシ・ブドウなどの農産物の高品
質化を進め、大規模な農業経営を促進する農業生産ゾーンの形成を目指し、市民の食料消
費を支える生産基盤の確保に努めます。

（１）田園型居住機能の充実

（２）農業を活かしたレクリエーション・交流機能の充実

（３）世界に向けた地場産業機能の充実強化

（４）優良農地・果樹園の保全

（４）幹線道路沿道の工業機能の充実
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みなよし地区

市民と行政がその役割に応じた責任を認識し、効果的・効率的・継続的な土地利用施策
を共に実践していきます。また、市民が主体となって、地区計画などの地域特性に応じた
まちづくりを進めます。

協働の考え方

市民は、土地は限られた地域資源として認識し、土地利用計画に基づき、周辺環境との
調和を図りつつ、効果的・効率的な利用に努めます。
行政は、地域の特色ある土地利用計画を尊重し、実現に向けた支援と法手続きを行います。

市民と行政の役割

注１…多世帯交流型コミュニティ 高齢者世帯や子育て世帯、若年単身者世帯などさまざまな世帯が交流する
コミュニティ
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地籍調査とは、一筆注１ごとの土地について、その所有者・地番・地目・境界の調査や面積
に関する測量を行い、その結果を「地籍簿」と「地籍図」にとりまとめることをいい、土地
に関する基礎的な調査です。
本市では、昭和６０年度から計画的に地籍調査を実施しています。地籍調査が行われてい
れば、土地の位置を明確に確定できるため、地震や土砂崩れ、水害などの災害が起きたとし
ても復旧作業を円滑に進めることができます。
地籍調査の成果は、まちづくりの基礎資料として地理情報システム（ＧＩＳ）注2 の構築
に大きな役割を果たしています。土地の境界が明確になるため、公共事業や民間開発事業の
期間短縮やコスト削減が可能となるばかりでなく、登記制度の信頼性が向上し土地取引の円
滑化が期待できます。
土地区画整理事業や土地改良事業などにより土地の確定測量が行われた区域においては、
国土調査法第１９条第５項の指定を受けることにより、その測量成果は地籍調査と同等の精
度と認められます。本市では、地籍調査および国土調査法第１９条第５項の指定注3 を受け
た面積は２２．２１ｋ㎡で、進捗率は約６９．１７％です。
一方、地籍調査の実施には長い年月を要するばかりでなく、関係する土地所有者の理解と
協力が不可欠なため、調査内容に関する広報活動を十分に行い円滑な調査ができるようにす
ることが必要となります。
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2 地籍調査

現 状 と 課 題

地籍調査の進捗率

注１…一筆

注２…GIS

土地の所有権などを公示するために、人為的に分けた区画。土地は、この一筆ごとに登記され土地
取引の単位となっています。

地理情報システム (Geographic Information Systems)：地図データ上にさまざまな情報を重ね合わせ
て表示・編集したり、検索・分析したりできるコンピューターのシステムです。

注３…国土調査以外の測量および調査により作成された地図等について政令で定める手続きにより申請した場合、
国土調査の成果と同等以上の精度があると認められたときは、国土調査の成果と同一の効果があるものとし
て指定されます。
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１　地籍調査の推進

土地の有効利用や権利の保全を図るために地籍の明確化を進め、
土地に関する基礎資料を整備します。

＜主な事業＞
・地籍調査事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

地籍調査などの進捗率
市の総面積に対する地籍調査済面積と
国土調査法第 19 条５項指定面積を合
算した面積の割合

58.5% 69.17% 80%

地籍調査は、行政区ごとに５０ｈａ程度の調査区域を設定し、行政区の要望に基づき計
画的に進めます。土地の確定測量が行われた区域（土地区画整理事業、土地改良事業など）は、
国土調査法第１９条第５項の指定を受けるよう事業主体に積極的に働きかけ、地籍調査と
同等の精度と認められる確定測量区域を拡大するよう努めます。

市民は、地籍調査の意義や必要性を理解して、自発的に参加し、事業の推進を図ります。
行政は、事業の啓発と推進を図り、現地調査以降の工程である測量や調査成果の管理活
用を行います。
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１　緑化景観の創出

緑豊かなまちなみ景観を創出するため、
公共施設や民間施設の緑化を推進します。

＜主な事業＞
・緑と花の推進委員会補助事業　・花苗配布事業　
・記念樹配布事業　　　　　　　・街路樹維持管理事業　
・みどりと景観計画推進事業　　・都市緑化推進事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

施設緑化 公共施設などの緑化面積 10,930㎡ 11,961㎡ 13,000㎡

道路緑化 道路植栽帯などへの緑化面積 584㎡ 1,607㎡ 2,000㎡

２　里山の保全

市内に残る貴重な里山などの活用と保全を図るため、緑化指定を
行うとともに、里山づくりを進めます。

＜主な事業＞
・緑化指定地区保全事業
・森林病害虫防除事業
・自然林保全事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

緑化指定面積 市内に残る鎮守の森、里山の保全面積 43,800㎡
/15 カ所

48,500㎡
/16 カ所

50,000㎡
/17 カ所

里山で活動する組織 鎮守の森、里山を活用保全する組織数 12 組織 13 組織 14 組織

本市では、都市化が進み昭和４０年代後半から市中心部での土地区画整理事業や三好ヶ丘
ニュータウン土地区画整理事業などにより、公園や緑地は整備されてきましたが、古くから
の里山や農地が市内各地で減少しています。
残された緑地を保全し、自然の豊かさを実感でき、後世まで継承できる緑豊かな空間づく
りを進めるとともに、一層の緑化（花）の推進を図ることが大切です。
今後は、都市計画決定（公園緑地）区域内にある未収用地の取得促進を図るとともに、緑
化による環境美化推進や景観形成の一層の展開と、市民参加による公園づくりや鎮守の森の
保全、里山の保全・活用が必要です。
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３　公園緑地保全基金

公園・緑地内に残る未収用地の取得・整備を進め、公園・緑地を
保全します。

＜主な事業＞
・公園緑地保全基金積立金

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公園緑地保全基金 公園緑地用地の保全・取得に備える基金 未設置 171,169 千円 4 億円

４　公園・緑地の維持管理

公園・緑地の魅力や安全性を向上するため、適切に維持管理します。

＜主な事業＞
・児童遊園等維持管理事業
・農村公園維持管理事業
・公園維持管理事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公園・緑地で活動する組
織

街区公園を主とした地域のボランティ
ア組織数 10 組織 16 組織 30 組織

５　公園・緑地の整備促進

緑豊かなうるおいのあるまちづくりを進めるため、緑の基本計画
に基づき、計画的に公園・緑地を整備します。

＜主な事業＞
・公共施設緑化推進事業
・都市公園整備事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

一人当たりの都市公園面
積 都市公園面積／人口 12㎡ 13.91㎡ 14㎡

老朽公園施設の改修 利便向上のための公園改修箇所数 1カ所 / 年 5カ所 / 年 1 カ所 / 年

緑豊かなまちづくりに向けて、公園緑地保全基金を設置し、緑の保全のための公園緑地
にかかる都市計画決定区域内未収用地の取得整備の促進と、市民参加による公園の維持・
管理や遊休農地の緑地活用、里山の保全・活用を図ります。

公園での維持管理活動や里山づくり、遊休農地の緑地活用を市民やボランティア組織と
行います。行政はその活動を支援するとともに広く紹介し、地域の施設は地域で守り継承
する活動の浸透拡大を図ります。

市民は、地域の施設を自ら守り継承する活動に対する関心と理解を深め、自発的に参加し、
その施設の活用と保全に努めます。
行政は、市民が自発的に参加し、地域に根ざした維持管理活動が継続できるよう支援に
努めます。
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１　三好公園の整備促進

市民がスポーツに親しめる公園として、公園の拡張整備や体育館
の改修を実施します。

＜主な事業＞
・都市公園整備事業（三好公園）

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公園供用面積（三好公園） 都市計画決定区域 (70.4ha) 内の供用
面積 14.8ha 15.3ha 16.8ha

公園改修面積（三好公園） 既存施設の改修と新たな施設の整備面
積 1.0ha 2.9ha 2.9ha

体育館大規模改修（三好
公園）

利用者の利便性向上のための施設改修
率 0% 16% 100%

市の中心に位置し、桜の名所ともなっている三好公園や保田ヶ池公園は、池の周りに緑地
を備え、ジョギングや散策など多くの市民に利用されています。
しかし、三好池周辺では、昭和４０年代後半からの都市化の進展とともに住宅開発など山
林の伐採や農地の転用が進み、緑豊かな里山や農地が減少しているため、緑地景観の保全が
求められています。
保田ヶ池公園は、文化センターサンアートや市民病院などに隣接している公園なので、緑
地の拡大とともに市民の健康づくりや体力増進にも配慮した施設整備が望まれています。
今後、三好公園は、老朽施設の改修とともに三好池周辺用地の取得に努め、市民がスポー
ツに親しみ、安全に水辺と緑豊かな自然に親しむことができる総合公園として整備を進める
ことが必要です。
保田ヶ池公園は、区域南側の樹林地の保全と中心市街地の地区公園として公園用地の拡大
を行い、潤いのある都市空間の創出と心身の健康づくりのできる公園として整備が必要です。
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２　保田ヶ池公園の拡張整備

市民の健康づくりができる公園として、保田ヶ池公園の拡張や公
園施設を整備します。

＜主な事業＞
・都市公園整備事業（保田ヶ池公園）

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公園供用面積（保田ヶ池
公園） 公園供用面積 9.8ha 9.8ha 13.0ha

３　境川を利用した緑地の整備

水に親しめる緑地空間として、境川きたよし緑地を整備します。 ＜主な事業＞
・境川きたよし緑地整備事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

緑地整備延長（境川）
境川緑地の整備状況（4.3km、整備
済）＋境川きたよし緑地の整備状況
（3.7km）

4.3km 4.3km 4.5㎞

４　福谷公園の整備

城跡を生かし、歴史が感じられる公園を整備します。 ＜主な事業＞
・都市公園整備事業（福谷公園）

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公園整備面積（福谷公園） 都市計画決定面積（3.9ha）の内公園
整備面積 未整備 未整備 1.0ha

緑の保全のため、公園緑地にかかる都市計画決定区域内未収用地の取得整備の促進とと
もに、協働による公園づくりを推進します。
市民の健康づくりや自然とのふれあいなどのニーズに対応した、三好公園や保田ヶ池公
園を整備するとともに、福谷公園や境川きたよし緑地の整備を進め、周辺に残る既存の里
山や農地など緑豊かな自然環境の保全と緑の拠点・緑の基幹軸を形成します。

公園・緑地の整備に際し、市民参画によるワークショップを開催し、協働による公園づ
くりを行います。また、管理運営に当たっては、ボランティア団体などの参画を進めます。

市民は、地域の施設を地域で守り活用することに関心と理解を深め、自発的に参加し、
その活用と保全に努めます。
行政は、施設の適正な維持管理に努めるとともに、市民が自発的に施設の管理、活用す
る活動に参加できるよう必要な支援を行います。
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１　愛知用水路の上部利用

愛知用水二期事業の完了した三好支線などの上部を利用して、水
辺に親しめる緑道を整備します。

＜主な事業＞
・県営水環境整備事業（愛知用水
三好地区）

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

用水環境整備延長 用水環境整備事業の整備延長 1.2km 2.0km 4.2km

愛知用水は、農地への安定的な用水の供給を行っており、かんがい水源として重要な施設
です。周辺には「三好公園（三好池）」、「保田ヶ池公園」などがあり、豊かな自然と水環境
が存在しています。愛知用水路は、新たな水需要と施設の老朽化に対処するため昭和５６年
から平成１８年まで「愛知用水二期事業」が実施され、水路施設の全面改築が行われました
が、憩いと安らぎの提供とその機能の発揮が求められています。また、維持管理機能の低下
により地域用水の有する多面的機能の発揮も阻害されつつあります。
今後は、農業用水利施設の保全管理を第一に考慮した上で、せせらぎ水辺空間をつくり、
豊かで潤いのある快適な生活空間を創造することが必要です。
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水利施設の保全を図るとともに、上部空間を利用した緑道としてせせらぎ水路や遊歩道・
植栽を整備することによって、市民がさらに水に親しむことのできる空間を創造し、市民
同士のふれあいやコミュニケーションの場として活用します。
また、「境川緑地計画」と一体的に行うことにより、市民はもとより他市町村からの来訪
者が増加し「自然・水辺空間」づくりを通して人づくりの輪の拡大を図ります。

緑道の整備に際し、市民参画によるワークショップなどを開催し、協働による緑道づく
りを行うとともに、ボランティア団体などの参画による整備後の緑道の維持管理活動を進
めます。

市民は、水辺をより身近に感じることや、周辺の自然に接することにより、子どもをは
じめ広い世代に水と緑など自然環境の大切さを伝えます。
行政は、市民の自然環境や親水施設へのふれあい・健康づくりといったニーズに対応して、
豊かな自然と水があり、市民の憩い・安らぎ・親水の場の創造と利用促進に努めます。
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１　ふれあい農園の増設

市民のニーズに応じて、ふれあい農園を拡張整備します。
＜主な事業＞
・緑と花のセンター管理運営事業
・ふれあい農園整備事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

貸し農園の区画（25㎡ /
区画） 区画面積 25㎡の貸し農園の総区画数 441 区画 441 区画 500 区画

貸し農園の区画（200㎡ /
区画）

団塊世代などの利用者増大に応えた区
画面積 200㎡の新たな貸し農園の整備
区画数

0区画 0区画 20 区画

本市においても、農家の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の拡大が大変心配されてい
ます。一方、自然とふれあう喜びを求める市民ニーズは、年々増加しています。
緑と花のセンター「さんさんの郷」は、開設以来多くの市民にふれあい農園（４４１区画
／１区画２５㎡）やバーべキュー広場など自然とふれあえる場として活用されています。
今後は、転入者や退職後の世代に加え、援農ネット事業において農業技術を習得した新規
就農者が自立できるための大区画農園（１区画２００㎡）など、ふれあい農園の増設や生活
を楽しめる休憩施設などを兼ね備えた新たな農園の整備が必要です。
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自然とのふれあい、農業体験や食への関心の高まりなど、団塊の世代をはじめとした市
民ニーズに応えるべく、ふれあい農園の増設並びに生活を楽しむ付加価値を備えた新たな
規格の農園整備の支援を図ります。

農園利用者や市民、農業者団体関係者などによるイベント開催により、交流を活性化させ、
農業への理解と参加を図ります。

市民は、地域の施設を市民で守り活用し継承する活動に対する関心と理解を深め、自発
的に参加し施設の活用と保全に努めます。
行政は、自発的な参加活動を推進できるよう必要な支援を図ります。
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水害に対する安全を確保するため、境川など県管理の２級河川は、５年に１回の大雨に耐
える構造・形状によって、整備はほぼ完了しています。
市管理の準用河川６河川のうち３河川（唐沢川・福田川・大曲川）も県管理の河川と同様
の基準で改修を完了しています。また、砂後川・茶屋川の整備は毎年着実に進めています。
寺田川については、現在整備中の２河川の整備後、改修に着手する必要があります。河川の
整備は自然に配慮した構造で進めていますが、河川全体の５年確率の大雨に対する改修率は
４９％程度で進捗率はなかなか上がらないのが現状です。
雨水流出抑制対策として、区画整理事業など大規模開発における調整池整備やみよし市民
病院、市役所などには雨水貯留施設を設置しています。
境川流域の浸水被害防止を目的として、平成２４年４月１日に特定都市河川と特定都市河
川流域の指定を受け、この指定に伴い平成２６年３月２５日に境川・猿渡川流域水害対策計
画と河川整備計画が策定されました。今後は、未整備河川の自然に配慮した改修を進めると
ともに、開発などに対しての雨水貯留浸透施設の設置が必要である旨を広く市民に周知する
ことが必要です。
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１　準用河川の整備

災害に強い治水対策として整備を行うとともに、自然に配慮した
多自然型護岸の整備や親水空間としての機能に配慮した水辺の憩
いの場づくりを進めます。
また、境川流域の浸水被害防止を目的として策定された境川流域
水害対策計画を基に雨水流出抑制対策などを実施します。

＜主な事業＞
・準用河川改修事業
・準用河川維持事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

準用河川の改修率 準用河川の改修済延長 /準用河川の総
延長（9.67km） 45％ 49％ 58％

多自然型河川の整備率 多自然型河川改修済延長 /計画延長 7％ 33％ 59％

２級河川境川の維持管理や１０年に１回の大雨に耐える構造・形状での改修の促進を関
係市町と連携し関係機関へ要望します。
また、準用河川は、災害に強い治水対策に重点をおき整備を進めるとともに、自然に配
慮した多自然型の整備や親水空間としての機能にも配慮した水辺の憩いの場づくりを進め
ます。
境川流域への特定都市河川浸水被害対策法の適用により、境川流域水害対策計画が策定
され、計画に基づき雨水流出抑制対策などを進めます。

整備された河川がいつまでも災害に強く、親水空間として維持できるように、市民と行
政がその役割に応じた責任を認識し、効果的・効率的な施策が展開できるよう皆で考え、
取り組みます。

市民は、策定された浸水被害対策計画を遵守し、境川流域の浸水被害の防止に努めます。
また、河川が親水空間として安全、快適に利用できるよう河川に関心を持ち、ごみ拾いや
草刈整備などできることから積極的に取り組みを始めます。
行政は、市民から自主的に始まった河川などの維持管理業務を積極的に支援するととも
に、災害に強く、自然に配慮した親水空間としての機能に配慮した河川の計画づくりと整
備を進めます。また、特定都市河川の指定に伴い県と関係市町が協力して策定した境川流
域水害対策計画および境川河川整備計画に従い、関係市町が連携して境川流域における浸
水被害をなくすための整備を進めます。

第
２
章

Ⅰ

分
野
別
計
画

人
と
自
然
が
共
生
す
る
心
地
よ
い
環
境

第
２
編

後
期
基
本
計
画

２

緑
に
包
ま
れ
、
水
に
親
し
む
、
快
適
で
美
し
い
ま
ち

基本事業と目標指標（めざそう値）

施策の進め方

施策の展開シナリオ

市民と行政の役割

協働の考え方



２　緑に包まれ、水に親しむ、快適で美しいまち

40

１　みどりと景観計画推進事業

良好な景観形成を図るため、「みどりと景観計画」のアクションプ
ランに基づき、みどりと景観計画推進事業を進めます。
景観計画区域内の良好な景観の形成に大きく影響する公共施設を
「景観重要公共施設」として、地域のシンボルとなっている美観的
に優れている樹木で、周辺の景観に影響を与えるものを「景観重
要樹木」として、良好な景観形成の模範となるなど景観の視点か
ら特に重要な価値があると認められる建造物を「景観重要建造物」
として、また市街地の良好な景観の形成を図るため「景観地区」
の指定を進めます。

＜主な事業＞
・みどりと景観計画推進事業

本市は、農業を主体とした土地利用から、きたよし地区に代表される住宅開発、工業団地
開発、大規模商業施設などの開発が進み、都市計画道路などの都市基盤施設も整備されてき
ました。しかし、都市計画マスタープラン注１、緑のマスタープランでは補完できない景観づ
くりが必要となり、都市化が進む一方で豊かな緑や自然環境の保全に対する意識の高揚や美
しいまちなみなど良好な景観形成に関する市民の関心が高まっています。
国において、美しい国づくり政策大綱が平成１５年に公表され、良好な景観形成と豊かな
緑の創出に向け、景観緑三法注2 が平成１６年に公布され、景観に関する法的な拘束力や都
市の緑に関する総合的な法制度が整備されました。
本市では平成２２年９月に景観行政団体の指定を受け、平成２３年４月に「水と緑の風景
を守り育てる条例」を施行しました。条例に基づき、平成２３年４月に都市緑地法の規定に
基づく市の緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画（緑のマスタープラン）と景観法の
規定に基づく景観計画として「みどりと景観計画」を策定しています。
今後も、潤いのある生活空間の創造や地域の特性を生かした個性あるまちづくりを進める
に当たり、景観形成のための具体的な施策展開を図る必要があります。
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蜂ヶ池公園のしだれ桜 三好池
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指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

景観重要樹木の指定数 景観重要樹木の指定数 0本 0本 2 本

景観地区の指定数 景観地区の指定数 0地区 0地区 1 地区

景観重要建造物ガイドラ
イン策定 景観重要建造物ガイドラインの策定 未策定 策定済

景観重要建造物の指定数 景観重要建造物の指定数 0棟 1 棟

良好な景観形成のため、水と緑の風景を守り育てる条例に規定された届出が必要となる
行為が、「みどりと景観計画」に定められた景観形成基準に適合されるよう努めます。
「みどりと景観計画」の基本理念「水と緑の風景を大切にし、自然と共生する “ 美しいみ
よし ”づくり」の実現のため、各種施策について、具体的な実施方法や時期などを具体化し、
その実効性を高めていくために作成したアクションプランに基づき事業を推進します。
地域の景観を形成する上で、重要な要素となっている樹木を景観重要樹木として指定し、
景観上の維持・保全・継承に努めます。
地域の景観を形成する上で、重要な要素となっている建造物を景観重要建造物として指
定するために、アクションプランに基づきガイドラインを作成し、指定に努めます。
市街地の良好な景観形成を図るため、景観地区の指定に努めます。
景観法、都市緑地法の関係法令を活用し、美しく緑豊かな都市の創造に努めます。

「みどりと景観計画」の推進のため策定したアクションプランに基づき、市民・事業者・
市民団体・行政との協働により施策の推進を図ります。

市民は、周辺との調和に配慮し、民有地の良好な景観形成に努めます。
行政は、道路や公園などの公共施設の景観整備を推進するとともに、市民による景観形
成の取り組みを支援します。
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注１…都市計画マスタープラン
注２…景観緑三法

都市計画法の規定に基づく都市計画に関する基本的な方針「みよし市まちづくり基本計画」

景観法、景観法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律、都市緑地保全法等の一部を改正する法律
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１　環境の保全

大気環境調査・水質調査を実施し、環境を保全します。
＜主な事業＞
・大気環境調査事業
・水環境調査事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

大気環境基準適合率 大気環境基準適合地点数 /調査地点数 100％ 100％ 100％

河川水質環境基準適合率 水環境基準適合地点数 /調査地点数 43％ 82％ 83％

ため池水質環境基準適合率 水環境基準適合地点数 /調査地点数 13％ 50％ 55％

２　自然・新エネルギーの導入

ＣＯ２の削減など地球温暖化防止に向けて、自然・新エネルギーを
利用した施設整備などの導入を支援します。

＜主な事業＞
・住宅用太陽光発電システム整備事業
・低公害車普及促進事業
・燃料電池システム設置補助事業
・家庭用蓄電システム普及促進事業

本市では、環境基本計画、生活排水対策推進計画を定め、市民や行政の責務などを明確に
し、環境の保全や公害の防止に努めています。
地域の発展に伴って、大気汚染や生活排水による河川、ため池の水質汚濁が懸念されるよ
うになり、環境保全対策として大気・水環境の調査を実施してきました。また、限りある資
源の有効利用やＣＯ２排出削減と化石燃料に代わる自然・新エネルギーを利用する施設や機
器の普及のため、住宅用太陽光発電システムや燃料電池システム、家庭用蓄電システムの設
置費、低公害車の購入費の一部を支援し普及に努めてきました。公共施設整備では、太陽光
発電システム設置や雨水などを再利用するために地下タンクの設置を行ってきました。
今後も引き続き、車の排気ガスなどによる大気の汚染防止や一般家庭からの生活排水など
による水質汚濁の防止、化石燃料などの消費抑制のため、省エネ・省資源の推進が必要となっ
ています。
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３　公害防止協定の締結

市内事業所と公害防止協定を締結し環境負荷の低減に努め、公害
発生の防止を推進します。

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

公害防止協定締結事業所
数

市内事業所と公害防止協定の締結事業
所数 59 事業所 64事業所 70 事業所

４　環境教育・環境保全講演会の開催

市内の保育園・小中学校を対象に環境教育を実施し、環境問題全
般の意識高揚を推進します。

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

環境教育開催数 市内の保育園・小中学校の環境教育の
開催数 8回 8回 15 回

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

住宅用太陽光発電システ
ム普及への補助台数

住宅用太陽光発電システム設置者へ設
置費の一部を補助した台数（累計） 205 台 1,269 台 2,250 台

低公害車普及への補助台
数

低公害車購入者へ購入費の一部を補助
した台数（累計） 153 台 1,813 台 2,800 台

燃料電池システム普及へ
の補助台数

燃料電池システム設置者へ設置費の一
部を補助した台数（累計） 33 台 130 台

家庭用蓄電システム普及
への補助台数

家庭用蓄電システム設置者へ設置費の
一部を補助した台数（累計） 10 台 60 台

環境にやさしいライフスタイルへの転換などとして、化石燃料の消費削減や自然・新エ
ネルギー（太陽光や水素エネルギーなど）を用いた施設・機器の普及に努め、家庭や地域
ぐるみで環境にやさしいスタイル（環境負荷の低減）形成の実現に努めます。
大気（降下ばいじん・排気ガス・悪臭）、水（河川・ため池）環境調査を実施し、環境保
全のための現状把握や意識高揚に努めます。

市民と行政が環境保全の維持向上やエネルギー消費の削減などのために、それぞれの役
割を認識しながら、環境保全の向上、自然・新エネルギーの活用などについて皆で考え実
践します。

市民は、自然環境への負荷低減（ＣＯ２削減など）のために生活様式の見直し（電気・水
の節約など）や自然・新エネルギーの必要性を理解し、その使用に努めます。
事業者は、大気環境（騒音や悪臭など）に悪影響を及ぼさないように努め、その保持・
向上に市民と一体となって展開します。
行政は、自然環境への負荷低減を目指し、市民や動植物に悪影響の生じないようにする
とともに、自然・新エネルギーの普及促進に努め、地球規模で展開する各種の地球温暖化
防止対策（省エネなど）を実践します。
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１　ごみの適正処理と環境美化

日常の生活から生ずるごみの減量化に努めるとともに環境ボラン
ティア活動を支援します。

＜主な事業＞
・家庭ごみ計画収集事業
・地区環境美化推進協議会運営事業

本市の環境美化運動は、市環境美化推進協議会と２５の行政区に設置した地区環境美化推
進協議会が連携して、自主的に事業が展開されています。
子どもに対する教育としては、小中学校の児童生徒を対象に、ごみ処理など環境美化につ
いての職場体験や現場指導などを実施してきました。
人口の増加に伴い、ごみの量は増加するとともに生活様式の変化によるごみの質が多様化
してきています。こうした状況に対応するため、一般家庭から生ずるごみの収集は、効率的
に行うために燃やすごみを週２回、燃えないごみを月２、３回、資源回収は月２回を行って
います。
また、資源回収の拠点づくりとして、２カ所のリサイクルステーションを設置し資源回収
を行うとともに、平成２５年度より小型家電の回収を開始するなど、ごみの減量化に努めて
います。
収集されたごみの処理は、主に尾三衛生組合が運営する東郷美化センターと豊田市が運営
するグリーンクリーンふじの丘で適正に処理しています。しかし、人口の増加とともに増え
続けるごみは、分別の徹底や「リデュース・リユース・リサイクル」（３Ｒ）の実践による
減量化と、広域事業によるごみ処理施設の効率的な運営、最終処分場の確保などが必要となっ
ています。
本市が抱えている課題は、ごみの排出量を削減する目標を掲げているにもかかわらず、市
民 1人当たりのごみの排出量が年々増加していることです。
このような状況であることを市民・事業者が十分認識し、さらなる排出ごみの減量化に努
める必要があります。
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指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

1 日 1人当たりごみ排出
量

市民 1 日 1 人当たりのごみの排出量
（ごみ排出量÷ 365 日÷人口） 855g 935g 900g

環境ボランティア団体の
育成 環境ボランティア登録団体数 15 団体 15 団体 20 団体

２　「３Ｒ」の推進

３Ｒの意識啓発を推進するとともに、ごみの減量化のために分別
回収などを行い再利用資源の有効利用を実践します。

＜主な事業＞
・リサイクル推進事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

1 日 1人当たり再利用資
源回収量

市民 1 日 1 人当たりの再利用資源回
収量（回収量÷ 365 日÷人口） 144g 172g 180g

再利用資源回収率 総排出量と再利用資源回収量の割合
（再利用資源回収量÷ごみ排出量） 17％ 18.4％ 21％

リサイクルステーション
の設置数

市内で整備されたリサイクルステー
ション数 2カ所 2カ所 3 カ所

地域の生活環境の向上のため、ごみのポイ捨てや不法投棄防止の意識を高めます。
ごみの適正処理や減量化として分別回収、リサイクル運動を推進します。そのために、
子どもの頃からの教育、体験学習や環境保全講演会などを展開し、市民一体となって「３Ｒ」
の意識高揚に努めます。限りある貴重な資源の有効活用を進め、循環型都市の実現を目指
します。

市民・行政が、ごみの適正処理や減量化のための循環型社会の推進について、それぞれ
の役割を認識しながら、レジ袋削減のためのマイバッグ運動など皆で考え実践します。また、
地区環境美化推進協議会やボランティア団体を中心にごみゼロ運動などを推進します。

市民は、日常生活の中で、日々生ずるごみの発生抑制を目的とした分別回収やリサイク
ル活動の励行に努め、ごみの排出の少ない生活スタイルへの転換を行います。
事業者は、事業活動によって生ずる廃棄物の抑制を目指し、ゼロエミッションを実践し
ます。
行政は、生活様式の変化などに応じて多様化し増加するごみを適正に処理するとともに、
ごみ減量化を目指したリサイクル活動やごみ処理施設の確保などについて必要な措置をし
ます。特に、ごみの排出量の抑制について、市民・事業者に対し、自主的なごみの減量化
を促進するため、広報などでの啓発強化に努めます。
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本市の下水道などの整備は、昭和５０年代から明知下地区における農業集落排水事業の着
手を皮切りに、市街地での公共下水道、既存集落以外の市街化調整区域を対象としたコミュ
ニティ・プラントなどの汚水処理事業に積極的に取り組んできていて、平成２５年度末の下
水道などの汚水処理普及率は９７％となっています。現在は、工業団地内や市街化区域に隣
接する市街化調整区域内で下水道を整備しています。
しかし、市内には下水道処理区域外で、下水道での整備が困難な地域もあり、合併浄化槽
での対応が必要となってきます。
下水道処理区域内における下水道への接続（水洗化）については、快適な生活環境をつく
るために、今後も報奨金制度や補助金制度を継続し、接続のＰＲや個別訪問などにより下水
道への接続推進に努めます。
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三好ヶ丘第 3中継ポンプ場 福谷浄化センター 明知上浄化センター
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１　下水道など汚水処理の普及

合併浄化槽を含めた下水道などの整備を推進し、市全域での汚水
処理を普及します。

＜主な事業＞
・公共下水道事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

汚水処理普及率 汚水処理区内人口 /総人口 96％ 97.2％ 99％

汲取り世帯数 一般家庭におけるし尿汲取り世帯数 187 世帯 142 世帯 130 世帯

２　下水道などへの接続による水洗化の促進

下水道などの整備に伴い、各家庭などの下水道接続工事を促進し、
市全域の水洗化に努めます。

＜主な事業＞
・公共下水道維持管理負担金事業
・公共下水道維持管理事業
・農業集落排水維持管理事業
・コミュニティ・プラント維持管
理事業

・し尿汲取り清掃事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

水洗化率 水洗便所設置人口 /処理区内人口 89.9％ 92.1％ 97％

本市の公共下水道事業は、市街化区域内の整備をほぼ完了したため、今後は工業団地や
市街化調整区域への下水道整備を積極的に進めます。下水道での整備が困難な地域につい
ては、合併浄化槽での処理を進めます。

河川やため池の水質保全のため、市民の協力は不可欠で地域と行政が連携し、各家庭に
対する接続ＰＲなどを進めます。

市民は、下水道の供用開始後、速やかに宅内接続工事を実施し、下水道の目的である衛
生的で快適な生活環境の確保や河川、ため池の水質保全に努めます。
行政は、計画的に下水道などの整備を推進し、施設の適正な維持管理に努めます。
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１　やすらぎ霊園墓地の整備

やすらぎ霊園を計画的に整備し、墓地需要に対応した整備を推進
します。

＜主な事業＞
・やすらぎ霊園一般管理事業
・やすらぎ霊園墓地整備事業

指標名（めざそう値） 指標の定義 初年度H20 中間 H25 目標 H30

やすらぎ霊園墓地整備区
画数 やすらぎ霊園の墓地整備区画数 306 区画 311 区画 738 区画

やすらぎ霊園芝生墓地整
備区画数 やすらぎ霊園の芝生墓地整備区画数 0区画 0区画 106 区画

工　区 計画年次など 整備面積 区画数 面　積 予定区画数区

第１期 Ｈ１５～１７年 9,660㎡
130 区画   2㎡

311 区画
181 区画   3㎡

第２期 Ｈ２６～２７年 4,020㎡

299 区画   2㎡

533 区画128 区画   3㎡

106 区画   3㎡（芝生）

第３期
空き区画の状況を確認

しながら順次整備予定

6,750㎡
419 区画   2㎡

681 区画
262 区画   3㎡

第４期 4,350㎡
231 区画   2㎡

423 区画
192 区画   3㎡

合　計 24,780㎡ 1,948 区画

墓地は、これまで行政区単位で管理する墓地と宗教法人が所有する墓地により整備・運営
されてきました。しかし、人口の増加に伴い墓地を所有しない世帯から、公共による墓地整
備の要望が強くなりました。
このため、三好丘旭地内に約２５，０００㎡の土地を取得し、市民霊園として平成１５年
から３０年間を４期に分け整備を進めています。
平成１８年度から使用者の公募を行い、２㎡・３㎡区画であわせて２８３区画が使用（平
成２５年度末現在）されており、平成２８年度からは第２期工区整備分の公募を開始する予
定です。
今後は、やすらぎ霊園の計画的な整備と適正な管理・運営が必要となっています。
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市民の墓地需要を常に把握し、計画的に墓地を整備します。
そのため、墓地使用料や管理料の適正価格の維持に努め、墓地の適正な管理・運営をし
ます。

市民と行政が一体となって墓地の管理・運営にそれぞれの役割を認識し、使用しやすい
墓地づくりを皆で考えながら実践します。

市民は、受益者負担の原則に基づき使用料や管理料を負担し、管理・運営について使用
者の責務を実行します。
行政は、自然環境に配慮しながら計画的に墓地整備を行い、適正な管理・運営をします。
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